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１．2025年３月期第１四半期の業績（2024年４月１日～2024年６月30日）

（１）経営成績(累計) (％表示は、対前年同四半期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

2025年３月期第１四半期 4,062 27.1 489 133.1 549 111.7 380 113.6
2024年３月期第１四半期 3,195 105.9 210 ― 259 ― 177 ―

１株当たり
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり
四半期純利益

円 銭 円 銭

2025年３月期第１四半期 271.46 ―
2024年３月期第１四半期 127.04 ―

（２）財政状態

総資産 純資産 自己資本比率

百万円 百万円 ％

2025年３月期第１四半期 17,578 8,352 47.5
2024年３月期 16,627 8,074 48.6

(参考) 自己資本 2025年３月期第１四半期 8,352百万円 2024年３月期 8,074百万円

２．配当の状況

年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

2024年３月期 ― ― ― 120.00 120.00
2025年３月期 ―
2025年３月期(予想) ― ― 80.00 80.00

(注) 直近に公表されている配当予想からの修正の有無 ： 無

３．2025年３月期の業績予想（2024年４月１日～2025年３月31日）

(％表示は対前期増減率)

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

通期 12,000 △10.8 850 △38.8 1,000 △35.4 700 △37.3 499.99

(注) 直近に公表されている業績予想からの修正の有無 ： 無

青柳 匡穂
tamマーク



※ 注記事項

（１）四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 有

（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更 ： 無

② ①以外の会計方針の変更 ： 無

③ 会計上の見積りの変更 ： 無

④ 修正再表示 ： 無

（３）発行済株式数（普通株式）

① 期末発行済株式数 (自己株式を含む) 2025年３月期１Ｑ 1,452,000株 2024年３月期 1,452,000株

② 期末自己株式数 2025年３月期１Ｑ 52,001株 2024年３月期 51,981株

③ 期中平均株式数（四半期累計） 2025年３月期１Ｑ 1,400,009株 2024年３月期１Ｑ 1,400,340株

(注) 期末自己株式数及び期中平均株式数の算定上控除する自己株式数には、株式給付信託（BBT）にかかる信託口が保

有する当社株式37,605株が含まれております。

※ 添付される四半期財務諸表に対する公認会計士又は監査
法人によるレビュー

： 有（任意）

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると

判断する一定の前提に基づいており、その達成を当社として約束する趣旨のものではありません。また、実際の業

績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあた

っての注意事項等については、添付資料Ｐ3「業績予想などの将来予測情報に関する説明」をご覧ください。
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１．当四半期決算に関する定性的情報

（１）経営成績に関する説明

当第１四半期累計期間におけるわが国経済は、政府による各種政策の効果もあり、雇用・所得環境の改善が見

られたほか、サービスやインバウンドの需要が高まるなど、引き続き緩やかな回復傾向が見られました。一方、

世界的な政情不安の継続や物価上昇、為替変動等により、先行きは依然として不透明な状況が続いております。

このような経済情勢の下、当社は全社を挙げて業績の確保に努めた結果、主に生産機械部門の大型プロジェク

トが売上に貢献し、当第１四半期累計期間における業績は、売上高40億６千２百万円（前年同四半期31億９千５

百万円、27.1％増）となりました。

利益面では、販売活動費や人件費等の増加を売上増と原価率改善により吸収し、営業利益４億８千９百万円

（前年同四半期２億１千万円、133.1％増）、経常利益５億４千９百万円（前年同四半期２億５千９百万円、

111.7％増）、四半期純利益３億８千万円（前年同四半期１億７千７百万円、113.6％増）となりました。

各セグメント別の業績は次のとおりであります。

包装機械部門におきましては、競合他社との価格競争等による厳しい事業環境下ながら、菓子食品業界を中心

に自動化需要に伴う設備投資意欲は継続し、当部門の売上高は６億１千７百万円（前年同四半期６億４百万円、

2.3％増）となりました。セグメント利益は、効率化や価格転嫁の取組みにより原価率の改善が進んだものの、高

止まりする原材料価格や積極的な営業活動に伴う販売費・一般管理費増加の全てを吸収することができず、１億

３千２百万円の損失（前年同四半期１億５千３百万円の損失）となりました。

生産機械部門におきましては、海外特定顧客向け大型プロジェクトの受注残が貢献し、売上高34億４千４百万

円（前年同四半期25億９千１百万円、32.9％増）、セグメント利益７億８千７百万円（前年同四半期５億１千８

百万円、51.9％増）となりました。

また、共通費は１億６千６百万円（前年同四半期１億５千５百万円、6.7％増）となりました。
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（２）財政状態に関する説明

（資産）

流動資産は、前事業年度末に比べて7.6％増加し、119億７千５百万円となりました。これは、流動資産のその

他に含まれる前渡金が６億５千４百万円、未収消費税等が２億９千１百万円それぞれ減少したのに対し、現金及

び預金が12億１千万円、受取手形、売掛金及び契約資産が３億９千万円それぞれ増加したことなどによります。

固定資産は、前事業年度末に比べて1.9％増加し、56億３百万円となりました。これは、有形固定資産が１千

５百万円減少したのに対し、投資有価証券が１億１百万円増加したことなどによります。

この結果、総資産は、前事業年度末に比べて5.7％増加し、175億７千８百万円となりました。

（負債）

流動負債は、前事業年度末に比べて9.2％増加し、76億９千１百万円となりました。これは、流動負債のその

他に含まれる未払金が６千４百万円減少したのに対し、前受金が３億１千２百万円、支払手形及び買掛金が２億

３千１百万円それぞれ増加したことなどによります。

固定負債は、前事業年度末に比べて1.9％増加し、15億３千４百万円となりました。これは、長期借入金が１

千６百万円、リース債務が１千１百万円それぞれ減少したのに対し、繰延税金負債が３千万円、退職給付引当金

が１千８百万円それぞれ増加したことなどによります。

この結果、負債合計は、前事業年度末に比べて7.9％増加し、92億２千６百万円となりました。

（純資産）

純資産合計は、前事業年度末に比べて3.4％増加し、83億５千２百万円となりました。これは、利益剰余金が

２億７百万円、その他有価証券評価差額金が６千９百万円それぞれ増加したことなどによります。

（３）業績予想などの将来予測情報に関する説明

業績予想につきましては、2024年５月10日に公表いたしました2025年３月期通期の業績予想に変更ありませ

ん。
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２．四半期財務諸表及び主な注記

（１）四半期貸借対照表

(単位：千円)

前事業年度
(2024年３月31日)

当第１四半期会計期間
(2024年６月30日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 2,966,736 4,177,095

受取手形、売掛金及び契約資産 4,074,782 4,465,717

電子記録債権 308,835 195,681

商品及び製品 717,784 849,295

仕掛品 1,403,539 1,599,075

原材料及び貯蔵品 19,415 19,613

その他 1,691,263 724,129

貸倒引当金 △53,645 △55,590

流動資産合計 11,128,711 11,975,017

固定資産

有形固定資産

建物 1,872,409 1,880,782

減価償却累計額 △1,557,740 △1,565,818

建物（純額） 314,669 314,963

構築物 228,834 228,834

減価償却累計額 △219,572 △219,752

構築物（純額） 9,261 9,081

機械及び装置 1,468,800 1,465,900

減価償却累計額 △1,426,065 △1,426,277

機械及び装置（純額） 42,734 39,623

車両運搬具 8,809 8,809

減価償却累計額 △8,809 △8,809

車両運搬具（純額） 0 0

工具、器具及び備品 253,794 254,993

減価償却累計額 △230,720 △231,727

工具、器具及び備品（純額） 23,073 23,266

土地 1,512,578 1,512,578

リース資産 409,178 376,874

減価償却累計額 △184,859 △165,397

リース資産（純額） 224,318 211,477

有形固定資産合計 2,126,637 2,110,990

無形固定資産 39,692 44,746

投資その他の資産

投資有価証券 2,414,457 2,516,042

関係会社株式 14,093 14,093

その他 1,003,882 1,017,367

貸倒引当金 △100,206 △100,095

投資その他の資産合計 3,332,226 3,447,408

固定資産合計 5,498,556 5,603,145

資産合計 16,627,268 17,578,163
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(単位：千円)

前事業年度
(2024年３月31日)

当第１四半期会計期間
(2024年６月30日)

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 2,324,215 2,555,733

1年内返済予定の長期借入金 694,000 673,700

リース債務 52,795 49,971

未払法人税等 213,393 180,715

前受金 2,823,566 3,136,556

賞与引当金 529,984 700,707

品質保証引当金 58,160 46,321

その他 349,992 347,704

流動負債合計 7,046,106 7,691,410

固定負債

長期借入金 142,150 125,700

リース債務 171,513 159,607

退職給付引当金 1,004,425 1,023,180

役員株式給付引当金 43,311 45,650

繰延税金負債 39,338 70,225

その他 105,872 110,385

固定負債合計 1,506,610 1,534,749

負債合計 8,552,717 9,226,160

純資産の部

株主資本

資本金 954,000 954,000

資本剰余金 456,280 456,280

利益剰余金 5,456,748 5,664,274

自己株式 △89,500 △89,558

株主資本合計 6,777,529 6,984,996

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 1,297,021 1,367,007

評価・換算差額等合計 1,297,021 1,367,007

純資産合計 8,074,550 8,352,003

負債純資産合計 16,627,268 17,578,163
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（２）四半期損益計算書

第１四半期累計期間

(単位：千円)
前第１四半期累計期間
(自 2023年４月１日
至 2023年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年６月30日)

売上高 3,195,266 4,062,097

売上原価 2,509,568 3,055,592

売上総利益 685,698 1,006,504

販売費及び一般管理費 475,651 516,982

営業利益 210,046 489,522

営業外収益

受取利息 2 0

受取配当金 23,562 31,011

受取賃貸料 42,694 42,314

雑収入 3,965 7,986

営業外収益合計 70,225 81,312

営業外費用

支払利息 2,263 2,599

不動産賃貸費用 17,507 15,925

雑支出 839 2,553

営業外費用合計 20,609 21,078

経常利益 259,663 549,756

税引前四半期純利益 259,663 549,756

法人税等 81,767 169,715

四半期純利益 177,895 380,040
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（３）四半期財務諸表に関する注記事項

（継続企業の前提に関する注記）

該当事項はありません。

（株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記）

該当事項はありません。

（四半期財務諸表の作成に特有の会計処理の適用）

（税金費用の計算）

税金費用については、当第１四半期会計期間を含む事業年度の税引前当期純利益に対する税効果会計適用後の実

効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しております。

（セグメント情報等の注記）

【セグメント情報】

Ⅰ 前第１四半期累計期間(自 2023年４月１日 至 2023年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

包装機械 生産機械 合計
調整額
(注)１

四半期損益計算書

計上額

(注)２

売上高

外部顧客への売上高 604,050 2,591,216 3,195,266 ― 3,195,266

セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― ― ―

計 604,050 2,591,216 3,195,266 ― 3,195,266

セグメント利益
又は損失（△）

△153,059 518,688 365,629 △155,582 210,046

(注) １. セグメント利益又は損失の調整額△155,582千円は全社費用であり、主に報告セグメントに帰属しない総

務部・ＣＳ部等管理部門の人件費・経費等であります。

２. セグメント利益又は損失は、四半期損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。
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Ⅱ 当第１四半期累計期間(自 2024年４月１日 至 2024年６月30日)

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

(単位：千円)

包装機械 生産機械 合計
調整額
(注)１

四半期損益計算書

計上額

(注)２

売上高

外部顧客への売上高 617,647 3,444,450 4,062,097 ― 4,062,097

セグメント間の内部
売上高又は振替高

― ― ― ― ―

計 617,647 3,444,450 4,062,097 ― 4,062,097

セグメント利益
又は損失（△）

△132,114 787,670 655,555 △166,032 489,522

(注) １. セグメント利益又は損失の調整額△166,032千円は全社費用であり、主に報告セグメントに帰属しない総

務部・ＣＳ部等管理部門の人件費・経費等であります。

２. セグメント利益又は損失は、四半期損益計算書の営業利益と調整を行っております。

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

該当事項はありません。

（キャッシュ・フロー計算書に関する注記）

当第１四半期累計期間に係る四半期キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第１四半期累計

期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は次のとおりであります。

前第１四半期累計期間
(自 2023年４月１日
至 2023年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自 2024年４月１日
至 2024年６月30日)

減価償却費 27,713千円 28,758千円
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独立監査人の四半期財務諸表に対する期中レビュー報告書

2024年８月９日

株式会社東京自働機械製作所

取締役会 御中

東 陽 監 査 法 人

東 京 事 務 所

指定社員

業務執行社員
公認会計士 安 達 則 嗣

指定社員

業務執行社員
公認会計士 大 橋 睦

監査人の結論

当監査法人は、四半期決算短信の「添付資料」に掲げられている株式会社東京自働機械製作所の2024年４月１日から

2025年３月31日までの第76期事業年度の第１四半期会計期間（2024年４月１日から2024年６月30日まで）及び第１四半

期累計期間（2024年４月１日から2024年６月30日まで）に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期

損益計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表

等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、

四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されていないと信

じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。

期中レビューの基準における当監査法人の責任は、「四半期財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載さ

れている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社から独立しており、また、監査人とし

てのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。

四半期財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記

載の省略が適用されている。）に準拠して四半期財務諸表を作成することにある。これには、不正又は誤謬による重要

な虚偽表示のない四半期財務諸表を作成するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれ

る。

四半期財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき四半期財務諸表を作成することが適切であ

るかどうかを評価し、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に

公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める

記載の省略が適用されている。）に基づいて継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する

責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにあ

る。
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四半期財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から四半期財

務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・ 主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー

手続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施され

る年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・ 継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認

められると判断した場合には、入手した証拠に基づき、四半期財務諸表において、株式会社東京証券取引所の四半期

財務諸表等の作成基準第４条第１項及び我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基

準（ただし、四半期財務諸表等の作成基準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成さ

れていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が

認められる場合は、期中レビュー報告書において四半期財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確

実性に関する四半期財務諸表の注記事項が適切でない場合は、四半期財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を

表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将

来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能性がある。

・ 四半期財務諸表の表示及び注記事項が、株式会社東京証券取引所の四半期財務諸表等の作成基準第４条第１項及び

我が国において一般に公正妥当と認められる四半期財務諸表に関する会計基準（ただし、四半期財務諸表等の作成基

準第４条第２項に定める記載の省略が適用されている。）に準拠して作成されていないと信じさせる事項が認められ

ないかどうかを評価する。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発

見事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、

並びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている

場合又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を

行う。

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上

(注) １．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（四半期決算短信開示会社）が別途保管しております。

２．XBRLデータ及びHTMLデータは期中レビューの対象には含まれていません。


